
 
令和 4 年２⽉１６⽇ 

 
東京都中央区築地五丁⽬６番４号 
株式会社三井 E&S ホールディングス 
代表取締役社⻑ 岡 良⼀ 
 
千葉県市原⼋幡海岸通１番地 
株式会社 MES ファシリティーズ 
代表取締役社⻑ ⽵下 哲哉 

 
 

吸収分割に係る事前開⽰書類の変更について 
 

（分割会社/会社法第 782 条第 1 項及び会社法施⾏規則第 183 条第 7 号に基づく変更） 
（承継会社/会社法第 794 条第 1 項及び会社法施⾏規則第 192 条第 8 号に基づく変更） 

 
株式会社三井 E&S ホールディングス（以下、「分割会社」といいます）及び株式会社 MES ファシ 

リティーズ（以下、「承継会社」といいます）は、2021 年 12 ⽉ 23 ⽇付で締結した吸収分割契約の定め
るところにより、2022 年 4 ⽉ 1 ⽇を効⼒発⽣⽇として、分割会社が承継会社に対して分割会社の⾃動
⾞教習所運営事業に関する権利義務を承継させる吸収分割（以下、「本吸収分割」といいます）を⾏う
ことを決定し、同年 2 ⽉ 9 ⽇付で、本吸収分割に関し、会社法第 782 条第 1 項及び会社法施⾏規則第
183 条並びに会社法第 794 条第 1 項及び会社法施⾏規則第 192 条に基づく事前開⽰書類（以下、「本事
前開⽰書類」といいます）の備置を⾏いましたが、今般、本事前開⽰書類の内容に変更が⽣じました。
そこで会社法施⾏規則第 183 条第 7 号及び第 192 条第 8 号に基づき、本事前開⽰書類における、「５．
分割会社についての次に掲げる事項」の「（３）最終事業年度の末⽇後に重要な財産の処分、重⼤な債
務の負担その他の会社財産の状況に重⼤な影響を与える事象が⽣じたときは、その内容」に以下の事項
を追加いたします。（下線は追加箇所を⽰しております。） 

なお、以下の追加事項以外の事項については、本事前開⽰書類で既に開⽰した内容から変更はありま
せん。 
 
【追加内容】 
５．分割会社についての次に掲げる事項 
（１）最終事業年度に係る計算書類等の内容 

別紙２のとおりです。 
（２）臨時計算書類等があるときは、当該臨時計算書類等の内容 

当該事項はありません。 
（３）最終事業年度の末⽇後に重要な財産の処分、重⼤な債務の負担その他の会社財産の状況に重⼤な



影響を与える事象が⽣じたときは、その内容 
（i）連結⼦会社の事業譲渡について 

分割会社は、2021 年 10 ⽉ 1 ⽇付で、分割会社の連結⼦会社である三井 E&S 造船株式会
社の艦艇事業等を吸収分割により分割会社が新たに設⽴した株式会社（以下、「新会社」と
いいます。）に承継したうえで、新会社の株式の全てを三菱重⼯業株式会社に譲渡いたしま
した。 

詳細につきましては、分割会社の 2021 年 11 ⽉ 5 ⽇付「2022 年３⽉期 第２四半期決算短
信」をご参照ください。 

（ii）連結⼦会社の株式の⼀部譲渡について 
分割会社は、2021 年 10 ⽉ 1 ⽇付で、分割会社の連結⼦会社である三井 E&S 造船株式会

社（以下、「MES-S」といいます。）の艦艇事業を除いた商船事業及び⼀部の⼦会社を有する
MES-S の株式の⼀部を常⽯造船株式会社に譲渡いたしました。 

なお、本取引の対象は、艦艇事業等を除いた、商船事業及び⼀部の⼦会社・関連会社を有
する MES-S 株式となり、分割会社は、MES-S の発⾏済株式の 49%を譲渡いたしましたが、
引き続き MES-S の親会社の⽴場を維持します。 

詳細につきましては、分割会社の 2021 年 11 ⽉ 5 ⽇付「2022 年３⽉期 第２四半期決算短
信」をご参照ください。 

（iii）持分法適⽤関連会社における損失の発⽣ 
連結決算⽇と決算⽇が異なる持分法適⽤関連会社である三井海洋開発株式会社（分割会社

の持分⽐率 49.1％、12 ⽉決算会社）の 2021 年 12 ⽉期第４四半期連結会計期間に発⽣した
次の事象により、2022 年３⽉期第４四半期連結会計期間において持分法による投資損失を
計上する⾒込みです。 

当該事象により、2022 年３⽉期第４四半期連結会計期間において、持分法による投資損
失として約 180 億円を計上する⾒込みです。 

詳細につきましては、分割会社の 2022 年 2 ⽉ 10 ⽇付「2022 年３⽉期 第 3 四半期決算短
信」をご参照ください。 

 
以上 

 



 
 
 
 
 
 
 
 

吸収分割に関する事前備置書類 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

株式会社三井 E&S ホールディングス 
株式会社 MES ファシリティーズ 

  



令和 4 年２⽉１６⽇ 
 

東京都中央区築地五丁⽬６番４号 
株式会社三井 E&S ホールディングス 
代表取締役社⻑ 岡 良⼀ 
 
千葉県市原⼋幡海岸通１番地 
株式会社 MES ファシリティーズ 
代表取締役社⻑ ⽵下 哲哉 

 
 

吸収分割に係る事前開⽰書⾯ 
 

（分割会社/会社法第 782 条第 1 項及び会社法施⾏規則第 183 条に基づく事前備置書⾯） 
（承継会社/会社法第 794 条第 1 項及び会社法施⾏規則第 192 条に基づく事前備置書⾯） 

 
１．吸収分割契約の内容 

株式会社三井 E&S ホールディングス（以下、「分割会社」といいます）及び株式会社 MES ファシ
リティーズ（以下、「承継会社」といいます）が 2021 年 12 ⽉ 23 ⽇付で締結した吸収分割契約の内容
は、別紙１のとおりです。 

なお、本件会社分割は、分割会社においては会社法第 784 条第 2 項に定める簡易分割となり、承継
会社においては会社法第 796 条第 1 項に定める略式分割となります。 

 
２．分割対価の定めの相当性等に関する事項 

本件会社分割に際して、承継会社は分割会社に対し、承継会社の株式その他の⾦銭等の交付をいた
しません。承継会社は分割会社の完全⼦会社であることから、当該対価の定めがないことは相当であ
ると判断しております。 

 
３．株式を分割会社の株主に交付する旨の決議に関する事項 

該当事項はありません。 
 
４．新株予約権の定めの相当性に関する事項 

分割会社の発⾏する新株予約権について、本件会社分割による取扱いの変更はありません。 
また、承継会社は、新株予約権は発⾏しておりません。 

 
５．分割会社についての次に掲げる事項 
（１）最終事業年度に係る計算書類等の内容 

別紙２のとおりです。 



（２）臨時計算書類等があるときは、当該臨時計算書類等の内容 
当該事項はありません。 

（３）最終事業年度の末⽇後に重要な財産の処分、重⼤な債務の負担その他の会社財産の状況に重⼤な
影響を与える事象が⽣じたときは、その内容 
（i）連結⼦会社の事業譲渡について 

分割会社は、2021 年 10 ⽉ 1 ⽇付で、分割会社の連結⼦会社である三井 E&S 造船株式会
社の艦艇事業等を吸収分割により分割会社が新たに設⽴した株式会社（以下、「新会社」と
いいます。）に承継したうえで、新会社の株式の全てを三菱重⼯業株式会社に譲渡いたしま
した。 

詳細につきましては、分割会社の 2021 年 11 ⽉ 5 ⽇付「2022 年３⽉期 第２四半期決算短
信」をご参照ください。 

（ii）連結⼦会社の株式の⼀部譲渡について 
分割会社は、2021 年 10 ⽉ 1 ⽇付で、分割会社の連結⼦会社である三井 E&S 造船株式会

社（以下、「MES-S」といいます。）の艦艇事業を除いた商船事業及び⼀部の⼦会社を有する
MES-S の株式の⼀部を常⽯造船株式会社に譲渡いたしました。 

なお、本取引の対象は、艦艇事業等を除いた、商船事業及び⼀部の⼦会社・関連会社を有
する MES-S 株式となり、分割会社は、MES-S の発⾏済株式の 49%を譲渡いたしましたが、
引き続き MES-S の親会社の⽴場を維持します。 

詳細につきましては、分割会社の 2021 年 11 ⽉ 5 ⽇付「2022 年３⽉期 第２四半期決算短
信」をご参照ください。 

（iii）持分法適⽤関連会社における損失の発⽣ 
連結決算⽇と決算⽇が異なる持分法適⽤関連会社である三井海洋開発株式会社（分割会社

の持分⽐率 49.1％、12 ⽉決算会社）の 2021 年 12 ⽉期第４四半期連結会計期間に発⽣した
次の事象により、2022 年３⽉期第４四半期連結会計期間において持分法による投資損失を
計上する⾒込みです。 

当該事象により、2022 年３⽉期第４四半期連結会計期間において、持分法による投資損
失として約 180 億円を計上する⾒込みです。 

詳細につきましては、分割会社の 2022 年 2 ⽉ 10 ⽇付「2022 年３⽉期 第 3 四半期決算短
信」をご参照ください。 

 
６．承継会社についての次に掲げる事項 
（１）最終事業年度に係る計算書類等の内容 

別紙３のとおりです。 
（２）臨時計算書類等があるときは、当該臨時計算書類等の内容 

当該事項はありません。 
（３）最終事業年度の末⽇後に重要な財産の処分、重⼤な債務の負担その他の会社財産の状況に重⼤な

影響を与える事象が⽣じたときは、その内容 
該当事項はありません。 



 
７．分割会社及び承継会社の債務の履⾏の⾒込みに関する事項 

分割会社及び承継会社が本件会社分割の効⼒発⽣⽇以降における債務の履⾏の⾒込みについて、問
題はないものと判断しています。 

 
 

以上 
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(6) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

① 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

② 連結納税制度からグループ通算制

度への移行に係る税効果会計の適

用

当社は、「所得税法等の一部を改正する法律」(令和２年法律第８号)

において創設されたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度

への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目について

は、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計

の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号　2020年３月31日）第

３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第28号　2018年２月16日）第44項の定めを適用せ

ず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規

定に基づいております。

２．表示方法の変更に関する注記

（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）

　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３月31日）を当事業年度の計算書

類から適用し、計算書類に重要な会計上の見積りに関する注記を記載しております。

３．会計上の見積りに関する注記

関係会社事業損失引当金の見積り

　当社では、１．重要な会計方針に係る事項に関する注記（3）引当金の計上基準⑤関係会社事業損失引当金に記

載の通り、関係会社に係る損失に備えるため、関係会社の財政状態並びに将来の回復見込み等を個別に勘案し、

必要額を見積計上しております。

　当事業年度末に計上している関係会社事業損失引当金の総額124,618百万円のうち、主なものは、主要な関係会

社である株式会社三井E&Sエンジニアリングに対する関係会社事業損失引当金120,836百万円です。

　株式会社三井E&Sエンジニアリングは、インドネシア共和国向け火力発電所土木建築工事における大幅な損失計

上により、121,147百万円の債務超過の状況にあります。当社では関係会社の債務超過額から関係会社に対して有

する債権に係る貸倒引当金及び債務保証損失引当金を控除して、関係会社事業損失引当金を見積計上しておりま

す。見積りの基礎となる株式会社三井E&Sエンジニアリングの財政状態にはインドネシア共和国向け火力発電所

土木建築工事における工事原価総額の見積りが重要な影響を及ぼします。

　当該工事における工事原価総額の見積りは、工事契約の完工に必要となるすべての作業内容を特定し、その見

積原価を実行予算に含めて算出しております。工事の進捗状況から現状の工事原価総額を上限に完工出来るもの

と予測しておりますが、工事の進捗等に伴い発生原価に変更が生じる場合には、工事原価総額が多額であること

から、当社の財政状態及び経営成績に重要な影響を及ぼす可能性があります。
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株式会社三井E&Sホールディングス

1. 有形固定資産及び無形固定資産の明細

(単位　百万円)

（注） 1．「土地」の「当期減少額」の主な内容は、千葉工場用地の売却によるものであります。

2. 「当期減少額」欄の（ ）内は内書きで、減損損失の計上額であります。

-そ の 他 59 - - 0 58

無
形
固
定
資
産

特 許 権 7 - - 1 6 -

ソ フ ト ウ ェ ア 582 44 23 202 401 -

計 650 44 23 204 466 -

計 96,821 3,191
17,950

1,252 80,809 66,893
( 810)

( 0)

建 設 仮 勘 定 349 865 1,110 -

リ ー ス 資 産 665 113
1

129 647 620

104 -

1,917

土 地 81,121 - 15,964 - 65,156 -

工 具 器 具 備 品 325 80 42 94 268

1

車 両 運 搬 具 0 0 0 0 0 23

船 舶 0 - - - 0

9,823 46,979

0 176 1,304 8,143

9,206
( 800)

( 9)

構 築 物 3,171 1,313
802

177 3,504

有
形
固
定
資
産

建 物 10,089 434
27

673

機 械 及 び 装 置 1,097 383

帳簿価額 増 加 額 減 少 額 償 却 額 帳簿価額 累 計 額

第118期　計算書類の附属明細書

区分 資 産 の 種 類
期    　首 当 　　期 当　 　期 当　 　期 期　　　末 減価償却



2. 引当金の明細

(単位　百万円)

3. 営業費用の明細

(単位　百万円)

当 期 損 益 計 算 書 計 上 額 11,328

請 負 費 2,031

そ の 他 1,474

電 算 機 使 用 料 673

貸 倒 損 失 3

事 業 税 215

修 繕 費 245

租 税 公 課 1,144

交 際 費 8

保 険 料 85

賃 借 料 2,248

旅 費 交 通 費 21

役 員 報 酬 及 び 給 料 諸 手 当 1,732

減 価 償 却 費 1,444

特 別 環 境 保 全
費 用 引 当 金

900 - 70 829

科　　　　目 金　　　額 摘     要

関 係 会 社 事 業
損 失 引 当 金

132,730 124,618 132,730 124,618

受 注 工 事
損 失 引 当 金

0 31 0 31

賞 与 引 当 金 80 71 80 71

期 末 残 高

貸 倒 引 当 金 452 449 452 449

区　　　分 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額
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事 業 報 告
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１．企業集団の現況に関する事項 

（１）事業の経過及びその成果 

当期の世界経済は、新型コロナウイルス感染症の影響により、依然として厳しい状況が続い

ているものの、持ち直しの傾向にあります。米国では、個人消費や設備投資の増加等により景

気回復が続いております。欧州では、新型コロナウイルス感染症の再拡大の影響により経済活

動が抑制され、景気の回復は弱い動きとなっております。中国では、経済活動正常化に向けた

経済対策や世界的な情報通信機器需要の拡大に伴う輸出及び設備投資等が増加し、景気は回復

傾向にあります。国内経済においては、新型コロナウイルス感染症による影響が長期化する

中、2020年５月の緊急事態宣言の解除後は、経済活動レベルの段階的な引き上げにより、徐々

に持ち直しの動きが見られたものの、感染再拡大が深刻化しており、依然として先行き不透明

な状況が続いております。 

このような状況下、当社グループは、エンジニアリング事業の海外ＥＰＣ（設計・調達・建

設）プロジェクトにおいて、大規模な損失が連続して発生したため、財務基盤が著しく毀損

し、自己資本の回復と資金の確保が急務となりましたが、2019年５月に「三井E&Sグループ 事

業再生計画（事業再生計画）」を策定し、2019年11月に計画の一部見直しを行い、「資産及び事

業の売却案件の追加と実行の加速」、「事業構造の改革及び、協働事業に関する他社との協業の

促進」等の各施策を進めた結果、資金の確保に関しては、一定の目途が付けられる状況に至り

ました。 

事業再生計画の各施策は順次実施しており、2020年10月１日付で「株式会社三井E&S鉄構エ

ンジニアリング（同日付で三井住友建設鉄構エンジニアリング株式会社に商号変更）の一部株

式譲渡」及び2021年４月１日付で「三井E&S環境エンジニアリング株式会社（同日付でJFE環境

テクノロジー株式会社に商号変更）の株式譲渡」を完了しております。 

また、2021年３月29日付で「三井E&S造船株式会社の艦艇事業等の譲渡」の最終契約及び、

2021年４月23日付で「三井E&S造船株式会社の商船事業の一部株式譲渡」の最終契約の締結を

完了しており、事業再生計画は着実に進展していると認識しております。 

さらに、当社グループは、2020年８月に「2020年度中期経営計画（20中計）」（2020年４月か

ら2023年３月までの経営計画）を策定し、「財務体質の改善」、「事業領域の集中と協業」、「経

営基盤の強化」を基本方針とした戦略に着手しております。事業の集中と協業を明確にし、ア

ライアンスによる市場創出を進め、「全ての機械にデジタル価値を付加する企業」を目指して

まいります。 

事業再生計画における各施策の完遂と、20中計に示す戦略を実行・加速することで、この難

局を乗り切り、グループの企業価値向上に向けて取り組んでまいります。 

当期の連結受注高は、連結子会社の三井海洋開発株式会社が大型ＦＰＳＯ（浮体式海洋石

油・ガス生産貯蔵積出設備）プロジェクトを受注しましたが、前期と比べて4,202億円減少の

5,767億円となりました。 

売上高は、海洋開発部門における新型コロナウイルス感染症の影響に伴うＦＰＳＯ建造工事

の進捗遅れ等により、前期と比べて1,226億円減少の6,638億円となりました。営業損失は、エ

ンジニアリング部門でインドネシア共和国向け火力発電所土木建築工事における大幅な損失を

前期に引き当てたことによる改善がみられた一方で、海洋開発部門において新型コロナウイル

ス感染症の影響による建造費用増加により、122億円（前期は621億円の営業損失）となりまし

た。経常損失は、営業損失の計上及び持分法投資利益が増加したことなどにより、82億円（前

期は605億円の経常損失）となりました。親会社株主に帰属する当期純利益は、非支配株主に

帰属する当期純損失の計上により、１億円（前期は862億円の親会社株主に帰属する当期純損

失）となりました。 

 

 報告セグメントの状況は次のとおりです。なお、事業再生計画に伴う所管変更により、当期

より社会インフラ事業を機械セグメントからその他セグメントへ変更しております。前期との

比較は変更後の区分に基づいて記載しております。 
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【船舶部門】 

連結の受注高は、練習船やばら積み貨物運搬船などを受注しましたが、前期と比べて112億

円減少の575億円となりました。売上高は、建造船工事の減少などにより、前期と比べて227億

円減少の924億円となり、営業損失は、不採算工事の減少などにより、前期と比べて８億円改

善の20億円となりました。 

 

【海洋開発部門】 

連結の受注高は、ＦＰＳＯ建造プロジェクトなどを受注しましたが、前期と比べて3,153億

円減少の3,208億円となりました。売上高は、ＦＰＳＯ建造工事が進捗したものの、前期と比

べて229億円減少の3,099億円となり、営業損失は、新型コロナウイルス感染拡大に伴う影響を

織り込んだことなどにより、前期と比べて169億円悪化の218億円となりました。 

 

【機械部門】 

連結の受注高は、新造船市況の低迷に伴う舶用ディーゼル機関の減少及び新型コロナウイル

ス感染症の拡大に伴う投資先送りによるコンテナクレーン、産業機械などの減少により、前期

と比べて490億円減少の1,253億円となりました。売上高は、造船所での生産調整の影響を受け

て舶用ディーゼル機関の引渡しが先送りになっていることなどにより、前期と比べて132億円

減少の1,590億円となり、営業利益は、売上高の減少などにより前期と比べて21億円減少の98

億円となりました。 

 

【エンジニアリング部門】 

連結の受注高は、前期に化学プラント事業の子会社を譲渡した影響などにより、前期と比べ

て255億円減少の227億円となりました。売上高は、新規受注を控えた影響に加え連結子会社の

減少により前期と比べて312億円減少の384億円となり、営業利益は、前期に多額の受注工事損

失引当金を計上したことにより717億円改善の３億円となりました。 

 

【その他部門】 

連結の受注高は、不動産賃貸管理業の子会社売却等により、前期と比べて191億円減少の503

億円に、売上高は、前期と比べて325億円減少の640億円となり、営業利益は、前期と比べて38

億円減少の15億円となりました。 

 

【主要な事業内容】（2021年３月31日現在） 

次に掲げる製品、部品及びこれに関連する設備の設計、製造、エンジニアリング、建設・据

付、販売並びに修理・保守保全に関する事業及び各種サービス業 

区  分 主 要 営 業 品 目 

船舶 船舶、艦艇、高速旅客船、海洋構造物、水中機器、鉄鋼構造物 

海洋開発 浮体式海洋石油・ガス生産貯蔵積出設備 

機械 

舶用・陸用ディーゼル機関、舶用機器、ガスエンジン、蒸気タービ

ン、送風機、圧縮機、ガスタービン、コージェネレーション設備、プ

ロセス機器、コンテナクレーン、産業用クレーン、コンテナターミナ

ルマネジメントシステム、遠隔操作マニピュレータ、地中埋設物・建

築物探査レーダ、誘導加熱装置 

エンジニアリング 

再生可能エネルギー発電プラント、発電事業、海外土木・建築工事全

般、ごみ処理プラント、水処理プラント、資源リサイクルプラント、

ＰＣＢ廃棄物処理施設 

その他 陸上用ディーゼル発電プラント、情報・通信関連機器、システム開発 
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【企業集団のセグメント別情報】 

（単位 百万円） 

区  分 受注高 売上高 受注残高 

船 舶 57,496 92,394 62,734 

海 洋 開 発 320,810 309,949 1,237,132 

機 械 125,319 159,048 93,482 

エンジニアリング 22,703 38,426 57,089 

そ の 他 50,339 64,015 108,762 

計 576,668 663,834 1,559,202 

 

（２）設備投資の状況 

 当社グループの設備投資額は127億円であり、その主な内容は、子会社における舶用ディーゼル機

関の環境規制に対応する設備の拡張工事、次世代ＦＰＳＯ用新造船体設計費用などであります。 

 

（３）資金調達の状況 

 当社グループは、短期借入金505億円、長期借入金13億円などの調達を行い、短期借入金及び長期

借入金の約定弁済、社債の償還、運転資金等に充当しております。 

 

（４）主要な借入先の状況 

①当社の主要な借入先の状況（2021年３月31日現在） 

借  入  先 借 入 金 残 高 

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 40,380 百万円 

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 25,465 

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 8,044 

 

②三井海洋開発株式会社の主要な借入先の状況（2020年12月31日現在） 

借  入  先 借 入 金 残 高 

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 7,744 百万円 

株 式 会 社 中 国 銀 行 2,070  

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 1,087 
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（５）財産及び損益の状況の推移 

 

区  分 
第 115 期 

(2017年度) 

第 116 期 

(2018年度) 

第 117 期 

(2019年度) 

第 118 期 

(2020年度) 

受 注 高 （ 百 万 円 ） 1,160,662 710,127 996,848 576,668 

売 上 高 （ 百 万 円 ） 703,216 656,504 786,477 663,834 

営 業 損 失 （ △ ） 

（ 百 万 円 ） 
△5,224 △59,703 △62,079 △12,243 

経 常 利 益 又 は 経 常 

損失（△）（百万円） 
3,061 △50,502 △60,457 △8,223 

親会社株主に帰属する

当期純利益又は当期純

損失（△）（百万円） 

△10,137 △69,599 △86,210 134 

１株当たり当期純利益

又は１株当たり当期純

損 失 （ △ ）（ 円 ） 

△125.42 △861.09 △1,066.47 1.67 

総 資 産 （ 百 万 円 ） 1,029,222 999,100 840,380 766,449 

純 資 産 （ 百 万 円 ） 356,837 280,239 105,355 95,901 

１株当たり純資産（円） 2,958.83 1,973.91 796.36 834.99 
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（６）対処すべき課題 

当社グループは、エンジニアリング事業の海外大型ＥＰＣプロジェクトの損失により、財務

基盤が大きく毀損したことから、この回復を急務としております。また、造船事業やエンジニ

アリング事業など既存事業の収益も低迷しており、不採算事業からの撤退や新たな収益の柱と

なる成長事業の育成が必要と考えております。このような状況のもと、当社グループは、ステ

ークホルダーの皆様の信頼回復に向け「三井E&Sグループ 事業再生計画」に加え、「2020年度

中期経営計画（20中計）」を策定し、財務基盤の回復及び収益体質の強化を目指し、総力を挙

げて取り組んでまいります。 

 

（財務体質及び収益体質の強化） 

事業、資産の売却を実行した結果、毀損した自己資本の回復、資金の確保に関しては、一定

の目途が付けられる状況に至りました。既に、「財務体質の改善」、「事業領域の集中と協業」、

「経営基盤の強化」を基本方針とした戦略に着手しており、事業規模及び人員規模をスリム化

し、収益体質の強化を通じて財務体質のさらなる改善に努めます。 

 

（事業構造の変革） 

「20中計」では、「全ての機械にデジタル価値を付加する企業」を目指す姿とし、機械・シ

ステム及び海洋開発の事業領域へ集中する一方、他の事業は協業による市場創出等を進めま

す。具体的な施策は 次のとおりです。 

 

ⅰ．機械事業、海洋開発事業の強化 

 グループ内の事業再編に伴う人員再配置と並行し、研究開発部門、アフターサービス部

門については、人材リソースの強化を進めております。今後は舶用推進システム全般への

拡張、ＬＳＳ事業（製品ライフサイクル対応型事業及び顧客問題解決型事業）の強化、海

外への事業展開による収益力強化を進めております。 

 

ⅱ．造船事業、社会インフラ事業の再編 

 造船事業については、千葉工場における商船新造事業からは撤退、艦艇事業は事業譲渡

のための株式譲渡契約を締結、商船事業は資本提携に向けた株式譲渡契約を締結しており

ます。商船を対象としたエンジニアリングと委託建造事業にポートフォリオを変革してい

きます。 

 また、社会インフラ事業は、橋梁等建設事業の一部株式の譲渡を完了しております。 

 

ⅲ．エンジニアリング事業の再編 

 社長直下にエンジニアリング事業管理室を設立し、エンジニアリング事業のガバナンス

体制の再構築を進め、既受注の発電土木プロジェクトの遂行と収益改善を進めています。

また、化学プラント事業、及び環境関連事業は事業譲渡のための株式譲渡を完了し、エン

ジニアリング事業の整理とそれらの事業に関連する人員の再配置を進めております。 
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（７）重要な子会社の状況（2021年３月31日現在） 

 

会   社   名 資 本 金 
当社の 

議決権比率 
主要な事業内容 

三井E&S造船株式会社 100 百万円 100.0 % 

船舶、艦艇、エアクッショ

ン艇、及び関連機器・装置

などの設計、製作、建造、

エンジニアリング、修理・

保守業務、建設・据付など 

株式会社三井E&Sマシナリー 2,020 百万円 100.0 

舶用ディーゼル機関、各種

産業機械、運搬機、インフ

ラ設備の製作、据付、アフ

ターサービスなど 

株式会社三井E&Sエンジニアリング 100 百万円 100.0 

プラントなどの設計、調

達、エンジニアリング、建

設・据付、修理・保守業務

など 

三井海洋開発株式会社 30,122 百万円 50.1 
ＦＰＳＯの設計、建造、リ

ース、操業及び保守点検 

株式会社加地テック 1,440 百万円 51.3 

ガスコンプレッサ、空気コ

ンプレッサ、関連周辺機器

などの製造販売 

Burmeister & Wain Scandinavian 

Contractor A／S 
170 百万DKK 100.0 

陸上用ディーゼル発電プラ

ントの建設、操業及び保守

点検 

三井E&Sシステム技研株式会社 720 百万円 100.0 システムの開発、販売 

 

(注) 1. DKK…デンマーククローネ 

2. 当社の100%子会社であるMesco Denmark A/Sが、持株会社としてBurmeister & Wain 

Scandinavian Contractor A/Sの議決権を100%保有しております。 

3. 当社の連結子会社は、上記の重要な子会社７社を含む計82社であり、持分法適用関連

会社は49社であります。 

4. 議決権比率は小数第２位以下を切捨てて表示しております。 
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（８）主要拠点等(2021年３月31日現在） 

①当社 

会  社  名 住      所 

株式会社三井E&Sホールディングス 東京都中央区 

 

②子会社 

会  社  名 住      所 

三井E&S造船株式会社 
（本社）東京都中央区 

（工場）岡山県玉野市、千葉県市原市 

株式会社三井E&Sマシナリー 
（本社）東京都中央区 

（工場）岡山県玉野市、大分県大分市 

株式会社三井E&Sエンジニアリング （本社）千葉県千葉市 

三井海洋開発株式会社 （本社）東京都中央区 

株式会社加地テック （本社）大阪府堺市 

Burmeister & Wain Scandinavian 

Contractor A／S 
（本社）デンマーク国 

三井E&Sシステム技研株式会社 （本社）千葉県千葉市 

 

（９）従業員の状況（2021年３月31日現在） 

 

①企業集団の従業員数 

部 門 従業員数 

船 舶 2,054 名 

海 洋 開 発 4,781 

機 械 2,955 

エ ン ジ ニア リ ン グ 1,123 

そ の 他 1,752 

全 社 （ 共 通 ） 38 

合 計 12,703 

（注）従業員数には、当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社

グループへの出向者を含んでおります。 

 

②当社の従業員数 

従業員数 前年度比増減 平均年齢 平均勤続年数 

38名 93名減少 45.2歳 19.7年 

（注）1.従業員数には、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含んでお

ります。 

2.従業員数が前事業年度末に比べて93名減少しておりますが、その主な要因は岡山県玉

野市にて当社が運営していた旧玉野三井病院と旧玉野市立玉野市民病院との経営統合

に伴い、病院職員が新たに設立された法人へ転籍したことによるものです。 
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（10）事業の譲渡、合併等企業再編行為等 

イ．当社100％出資の子会社である株式会社三井E&Sエンジニアリングは、同社が保有していた

同社子会社の市原グリーン電力株式会社の株式（発行済株式総数の70.2％）について、

2020年４月23日付で、株式会社タケエイと株式譲渡契約を締結し、2020年４月30日付で、

同社に譲渡しました。 

また、株式会社三井E&Sエンジニアリングは、同社が保有していた同社子会社の三井E&S環

境エンジニアリング株式会社の全株式について、2020年12月３日付で、JFEエンジニアリン

グ株式会社と株式譲渡契約を締結し、2021年４月１日付で、同社に譲渡しました。 

 

ロ．当社は、2020年６月12日付で、三菱重工業株式会社と、当社100％出資の子会社である三井

E&S造船株式会社の艦艇事業等の譲渡に向けた協議を開始することに関する基本合意書を締

結しました。また、当社は、2021年３月29日付で、三井E&S造船株式会社の艦艇事業等を吸

収分割により当社が新たに設立する株式会社に承継した上で、当該会社分割の効力発生日

付で、新会社の株式の全てを三菱重工業株式会社に譲渡することを決議しました。当該会

社分割の効力発生日及び当該株式譲渡の実行日は、2021年10月１日を予定しております。 

 

ハ．当社は、2020年７月31日付で、常石造船株式会社と、三井E&S造船株式会社（艦艇事業等を

除く）の株式の一部譲渡に向けた協議を開始することに関する基本合意書を締結しまし

た。その後、当社は、2021年４月23日付で、常石造船株式会社と、当社が保有する三井E&S

造船株式会社の株式の49％を2021年10月１日付で同社に譲渡する旨を定めた株式譲渡契約

を締結しております。 

 

ニ．当社は、保有していた株式会社三井E&S鉄構エンジニアリングの株式の70％について、2020

年８月６日付で、三井住友建設株式会社と株式譲渡契約を締結し、2020年10月１日付で、

同社に譲渡しました。 

 

ホ．当社は、2021年２月１日付で、吸収分割の方法により、株式会社三井E&Sエンジニアリング

が所有するDASH Engineering Philippines, Inc.株式を承継しました。 
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２．会社の株式に関する事項 

①発行可能株式総数                １５０，０００，０００株 

②発行済株式の総数      普通株式         ８３，０９８，７１７株 

              （資本金の額  ４４，３８４，９５４，３２１円） 

③株 主 数                                   ５３，６２５名 

④大 株 主（上位10名） 

 

株 主 名 持 株 数 持株比率 

 千 株 ％ 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 6,437 7.96 

今 治 造 船 株 式 会 社 2,900 3.58 

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 2,722 3.36 

三 井 物 産 株 式 会 社 2,550 3.15 

株 式 会 社 百 十 四 銀 行  2,498 3.09 

株式会社日本カストディ銀行 

(三井住友信託銀行退職給付信託口) 
2,331 2.88 

CITIBANK HONG KONG PBG CLIENTS H.K. 2,100 2.59 

大 樹 生 命 保 険 株 式 会 社 1,600 1.97 

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 1,364 1.68 

株式会社日本カストディ銀行（信託口５） 1,186 1.46 

   

（注）1.当社は、2,250,644株の自己株式を所有しておりますが、上記大株主からは除外

しております。なお、自己株式には、株主名簿上は当社名義となっております

が、実質的に当社が所有していない株式400株を含んでおります。 

2.持株比率は自己株式を控除して計算しております。 

3.株式会社日本カストディ銀行（三井住友信託銀行退職給付信託口）の保有する当社株

式は、三井住友信託銀行株式会社が同行に委託した退職給付信託の信託財産でありま

す。 
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３．会社の新株予約権等に関する事項 

 

１．当事業年度末日に当社役員が保有する新株予約権等の状況 

名称 

(発行決議

日) 

新株予

約権の

数 

新株予約権

の目的とな

る株式の種

類及び数 

新株予約権

の払込金額 

新株予約権

の行使価額 

権利行使期間 新株予約

権の保有

状況 

第2回 

新株予約権 

（2014年７

月31日） 

18個 普通株式 

1,800株 

(新株予約

権１個につ

き100株) 

新株予約権

１個当たり 

191,000円 

(１株当たり

1,910円) 

新株予約権

１個当たり

100円 

(１株当たり

１円) 

2014年８月23

日～2044年８

月22日 

取 締 役

( 社 外 取

締役を除

く)２名 

12個 

監 査 役 1

名 

６個 

第3回 

新株予約権 

（2015年７

月31日） 

27個 普通株式 

2,700株 

(新株予約

権１個につ

き100株) 

新株予約権

１個当たり 

169,000円 

(１株当たり

1,690円) 

新株予約権

１個当たり

100円 

(１株当たり

１円) 

2015年８月22

日～2045年８

月21日 

取 締 役

( 社 外 取

締役を除

く)２名 

18個 

監 査 役 1

名 

９個 

（注）1.取締役及び監査役が保有している新株予約権は、新株予約権発行時に執行役員又は理

事の地位にあったときに付与されたものです。 

2.当社は、2017年10月１日を効力発生日として、単元株式数を1,000株から100株に変更

するとともに、普通株式10株を１株にする株式併合を実施したことにより「新株予約

権の目的となる株式の種類及び数」及び「新株予約権の行使価額」は調整されており

ます。 
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４．会社役員に関する事項 

 

①取締役及び監査役の状況（2021年３月31日現在） 

地  位 担   当 氏  名 重要な兼職の状況 

代表取締役 

社 長 

（CEO、エンジニアリング事

業管理室及び監査部担当） 
岡    良 一 － 

代表取締役 

副 社 長 

（社長補佐、CFO、財務経理

部及びIR室担当） 
松 原  圭 吾 － 

取 締 役 
（CCO、人事総務部及び法務

部担当） 
田 口  昭 一 

㈱三井E&Sビジネスサービ

ス代表取締役社長 

取 締 役 （CISO、経営企画部担当） 松 村  竹 実 － 

取 締 役  田 中  稔 一 三井化学㈱名誉顧問 

取 締 役  芳 賀  義 雄 日本製紙㈱特別顧問 

常勤監査役  塩 見  裕 一 － 

常勤監査役  樋 口  浩 毅 － 

監 査 役  田 中  浩 一 

AIGジャパン・ホールディ

ングス㈱社外取締役 

㈱ホンダトレーディング

社外監査役 

監 査 役  上 野  誠 一 － 

（注）1. CEO：最高経営責任者（Chief Executive Officer） 

2. CFO：財務統括責任者（Chief Financial Officer） 

3. CCO：コンプライアンスに関する統括責任者（Chief Compliance Officer） 

4. CISO：情報セキュリティ統括責任者（Chief Information Security Officer） 

5. 取締役田中稔一及び取締役芳賀義雄は、社外取締役であります。 

6. 監査役田中浩一及び監査役上野誠一は、社外監査役であります。 

7. 当社は、取締役田中稔一及び取締役芳賀義雄並びに監査役田中浩一及び監査役上野誠一

を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ておりま

す。 

8. 当事業年度中における取締役の重要な兼職の異動は次のとおりです。 

氏 名 兼 職 先 の 名 称 兼 職 の 内 容 摘 要 

田 口 昭 一 三井海洋開発㈱ 取 締 役 2021年３月23日退任 

9. 監査役塩見裕一は、当社にて、長年、財務・経理業務に携わり財務・会計に関する相当

程度の知見を有しております。 

10.監査役田中浩一は、三井物産株式会社にて、長年、財務・経理業務に携わり財務・会計

に関する相当程度の知見を有しております。 

11.取締役田中稔一及び取締役芳賀義雄並びに監査役田中浩一及び監査役上野誠一は、各々

当社と会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基

づく賠償責任の限度額は、金1,000万円と法令に定める最低責任限度額とのいずれか高

い額となります。 
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②取締役及び監査役の報酬等に関する事項 

イ．当社の役員等の報酬等の額の決定に関する方針 

当社は、2021年３月25日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決

定方針を決議しております。 

また、取締役会は、当事業年度にかかる取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の決

定方法及び決定された報酬等の内容が取締役会で決議された決定方針と整合していることや、報

酬諮問委員会からの答申が尊重されていることを確認しており、当該決定方針に沿うものである

と判断しております。 

取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針の内容は次のとおりです。 

1. 基本方針 

当社取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に機能する

よう株主利益と連動した報酬体系とし、個々の取締役の報酬の決定に際しては、各職責を踏

まえた適正な水準とすることを基本方針とする。具体的には、常勤取締役の報酬は、固定報

酬としての月例報酬及び業績連動報酬（株価連動報酬・利益連動報酬）により構成し、監督

機能を担う社外取締役の報酬は、その職責に鑑み、月例報酬のみを支払う。 

2. 月例報酬の個人別の報酬等の額の決定に関する方針 

当社取締役の月例報酬は、固定報酬とし、役位に応じて他社水準・当社の業績、従業員給与

の水準も考慮しながら、総合的に勘案して決定された基準月俸を毎月支給する。 

3. 業績連動報酬等の内容及び額又は数の算定方法の決定に関する方針 

業績連動報酬等は、事業年度毎の業績向上に対する意識を高めるため、以下の２項目とす

る。 

・株価連動報酬 

株価を反映した現金報酬とし、基準月俸２ヶ月分の報酬基礎額を在任期間中毎年積み立て

る。退任後１年を経過した年に支給を開始し、年１回一定の時期に在任期間と同期間支給

する。支給額は、支給年に対応する在任年６月最終営業日の株価により支給年６月最終営

業日の株価を除した値を、対応する在任年の報酬基礎額に乗じた額とする。 

・利益連動報酬 

業績指標（KPI）を反映した現金報酬とし、各事業年度の連結投下資本利益率（ROIC）に

応じて算出された額を、毎年一定の時期に支給する。算出根拠となる連結ROICの値は、報

酬諮問委員会の答申を踏まえ取締役に報告する。 

4. 金銭報酬の額、業績連動報酬等の額の取締役の個人別の報酬等の額に対する割合の決定に関

する方針 

月例報酬、株価連動報酬、利益連動報酬の割合については、役位によらず一定の構成とす

る。月例報酬と株価連動報酬の報酬基礎額の合計に対し、利益連動報酬は、その０％から

50％の間で変動する。代表取締役社長は報酬諮問委員会の答申内容を尊重し、取締役の個人

別の報酬等の内容を決定する。 

5. 代表取締役社長への委任 

個人別の報酬額は、取締役会決議に基づき代表取締役社長岡良一がその具体的内容について

委任を受けるものとし、その権限の内容は、各取締役の月例報酬の額とする。取締役会は、

当該権限が代表取締役社長によって適切に行使されるよう、報酬諮問委員会の答申を経るも

のとし、上記の委任を受けた代表取締役社長は、当該答申の内容に従って決定しなければな

らない。 

6. 上記の他報酬等の決定に関する事項 

当社の取締役の報酬決定にあたっては、任意の報酬諮問委員会を設置している。同委員会

は、独立社外取締役２名、及び代表取締役社長の計３名で構成され、独立社外取締役を委員

長としている。 
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ロ．取締役及び監査役の報酬等の額 

当事業年度に係る報酬等の総額 

区 分 
報酬等の総額 

（百万円） 

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる 

役員の員数 

（人） 
固定報酬 利益連動報酬 

取  締  役 

（うち社外取締役） 

91 

(19) 

91 

(19) 

－ 

(－)

7名 

(3) 

監  査  役 

（うち社外監査役） 

72 

(19) 

72 

(19) 

－ 

(－)

6名 

(3) 

合 計 164 164 － 13名 

（注）1.上記には、2020年６月25日開催の第117回定時株主総会終結の時をもって退任した

取締役２名（うち社外取締役１名）及び監査役２名（うち社外監査役１名）を含

み、無報酬の取締役５名を除いております。 

2.取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりませ

ん。 

3.2010年６月25日開催の第107回定時株主総会において、取締役の報酬限度額を年額

630百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）、監査役の報酬限度額を年額

90百万円以内と決議いただいております。当該株主総会終結時点の取締役の員数は

16名、監査役の員数は４名です。 

4.在任中の取締役に対する株価連動報酬については、本事業報告作成時点において支

給額が判明しないため、上記の報酬等の額に含めておりません。 

なお、株価連動報酬の対象として社外取締役は含まれておりません。 

5.上記のほか、退任された取締役５名に対して、在任時の株価連動報酬額５百万円を

支給しております。 

 

ハ．利益連動報酬に関する事項 

 利益連動報酬にかかる業績指標は、当社の経営戦略に即した基準である連結投下資本利益

率（ROIC）とし、経営効率を高め、また報酬と業績の連動性を高めることを目的としており

ます。また、ROICの実績は△3.2％でありました。 

 なお、本利益連動報酬の対象となる職務執行期間は2021年７月１日から2022年６月30日ま

でとなります。 

 

③社外役員に関する事項 

イ．他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係 

・該当事項はありません。 

 

ロ．他の法人等の社外役員等としての重要な兼任の状況及び当社と当該他の法人等との関係 

・監査役田中浩一は、AIGジャパン・ホールディングス株式会社の社外取締役及び株式会

社ホンダトレーディングの社外監査役を兼任しております。当社は、AIGジャパン・ホ

ールディングス株式会社及び株式会社ホンダトレーディングとの間には特別な関係はあ

りません。 
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ハ．当事業年度における主な活動状況 

(イ)社外取締役 

氏 名 
取 締 役 会 

出 席 状 況 

取 締 役 会 に お け る 発 言 状 況 及 び 

期 待 さ れ る 役 割 に 関 し て 行 っ た 職 務 の 概 要 

田中稔一 
21回中21回 

（100％） 

出席した取締役会においては、大手総合化学会社の経営

者としての経験に基づく事業活動及び経営全般に関する

豊富な見識を活かし、適宜質問し、意見を述べるなど、

当社グループの経営全般についての助言並びに独立した

立場からの経営の監視・監督の役割を果たしておりま

す。また、任意の報酬諮問委員会委員長及び人事諮問委

員会委員を務め、当社取締役の報酬決定や当社役員等の

指名のプロセスに対する監視・監督を行っております。 

芳賀義雄 
15回中15回 

（100％） 

出席した取締役会においては、大手製紙会社の経営者と

しての経験に基づく事業活動及び経営全般に関する豊富

な見識を活かし、適宜質問し、意見を述べるなど、当社

グループの経営全般についての助言並びに独立した立場

からの経営の監視・監督の役割を果たしております。ま

た、任意の報酬諮問委員会委員及び人事諮問委員会委員

を務め、当社取締役の報酬決定や当社役員等の指名のプ

ロセスに対する監視・監督を行っております。 

(注) 取締役芳賀義雄は、2020年６月25日開催の第117回定時株主総会において選任され

ており、上記は当該総会後に開催された取締役会（15回開催）について記載して

おります。 

 

(ロ)社外監査役 

氏 名 
出 席 状 況 

取締役会及び監査役会における発言状況 
取 締 役 会 監 査 役 会 

田 中 浩 一 
21回中21回 

（100％） 

15回中15回 

（100％） 

出席した取締役会及び監査役会において

は、主に総合商社の経営者としての経験

に基づく事業活動及び経営全般に関する

豊富な見識を活かし、適宜質問し、意見

を述べております。 

上 野 誠 一 
15回中15回 

（100％） 

11回中11回 

（100％） 

出席した取締役会及び監査役会において

は、主に金融機関の経営者としての経験

に基づく事業活動及び経営全般に関する

豊富な見識を活かし、適宜質問し、意見

を述べております。 

(注) 監査役上野誠一は、2020年６月25日開催の第117回定時株主総会において選任され

ており、上記は当該総会後に開催された取締役会（15回開催）及び監査役会（11

回開催）について記載しております。 
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５．会計監査人の状況 

①会計監査人の名称    有限責任 あずさ監査法人 

 

②報酬等の額 

区   分 支 払 額 

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 58百万円 

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の 

財産上の利益の合計額 
248百万円 

(注)1.当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に

基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できないため、

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。 

2.当社の重要な子会社のうち、三井海洋開発株式会社の海外子会社及びBurmeister & 

Wain Scandinavian Contractor A/Sは当社の会計監査人以外の監査法人の監査を受けて

おります。 

 

③会計監査人の報酬等の額の同意について 

監査役会は、会計監査人から提出された監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報

酬見積りの算定根拠などについて検証した結果、これらが適切であると判断し会計監査人の

報酬等の額について同意しました。 

 

④非監査業務の内容 

該当事項はありません。 

 

⑤会計監査人の解任又は不再任の決定の方針 

監査役会は、会計監査人が適正に監査を遂行することが困難であると認められる場合等、

その必要があると判断した場合、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する

議案の内容を決定します。 

また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める事由に該当すると認

められる場合は、監査役全員の同意により、会計監査人を解任します。この場合、監査役会

が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨

及び解任の理由を報告します。 
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６．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況 

（１）業務の適正を確保するための体制 

当社は、2006年５月10日開催の取締役会において「内部統制システム構築の基本方針」を決議

し、それ以降、内部統制システムのさらなる充実を図るため毎年基本方針の見直しを行っておりま

す。直近では2021年３月25日開催の取締役会において以下のとおり見直し、決議いたしました。 

 

１. 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

１) 会社の業務執行が全体として適正かつ健全に行われることを確保するため、取締役会はコ

ーポレート・ガバナンスを一層強化し、当社及び子会社から成る企業集団としての有効な

リスク管理体制、実効性のある内部統制システム及びコンプライアンス体制をより強固に

する。 

２) 取締役会の監督機能を強化するため、独立した立場である社外取締役を選任する。 

３) 財務報告に重要な影響を及ぼす可能性のある情報の信頼性の確保を図る。 

４) 監査役並びに監査役会が行うリスク管理体制、内部統制システム及びコンプライアンス体

制の有効性等に関する監査報告に基づき、問題の早期発見とその是正を図る。 

 

２. 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

１) 各経営会議体の運営に関する社内規程に基づき、各経営会議体の事務局は経営の意思決定

及び業務執行に係る記録（電磁的記録を含む）を作成し、これを適切に保存、管理する。 

２) 取締役及び監査役は、これらをいつでも閲覧することができる。 

 

３. 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

１) 経営諸活動全般に係るすべてのリスクを網羅的に把握、評価し、優先すべき重要なリスク

について適正な対応がなされているか、経営レベルで継続的に確認、管理するトータルリ

スクマネジメントを推進する。 

２) 事業継続や安全・人命確保に重大な影響を与える事態、企業の存続に重大な脅威となる緊

急事態など、不測の事態が発生した場合には、代表取締役または対象事案の担当取締役を

委員長とする「特別危機管理委員会」において迅速に対応を検討し、損失の拡大を最小限

に止める。 

３) 経営に対する影響が大きい事業運営上のリスク管理については、「全社リスク管理・決裁

規準」に基づき、関係部署によるリスクチェックを行う。主要な子会社においては「リス

ク管理検討会議」を設置し、個社で自主リスクチェックを行い、その結果も踏まえて当社

関係部署によるリスクチェックを行う。 

４) 業務執行部門のリスク管理状況については、独立性及び客観性を持つ内部監査部門の内部

監査により有効性の検証、不備是正勧告などを行う。 

 

４. 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

１) 定例取締役会並びに必要に応じて随時開催する臨時取締役会のほか、取締役が職務の執行

を適正かつ効率的に行うための基礎となる経営判断を迅速に行うため、経営会議等の経営

会議体を組織し、それぞれの運営規程に定める機能に応じ経営の重要事項を審議し、意思

決定を行う。 

２) 取締役会で決定された業務分担により、取締役は責任と権限をもって担当部門において効

率的に職務執行を行い、その執行状況について３カ月に１回以上、取締役会にて報告を行

う。 
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３) 取締役会は、目標の明確な付与、採算確保の徹底を通じて市場競争力の強化を図るために

当社グループの目標値を年度予算として策定させる。その執行状況について３カ月に１回、

取締役が経営会議構成メンバー他関係者に報告を行うとともに取締役会構成メンバーに報

告を行う。 

 

５. 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

１) コンプライアンス体制については、「グループコンプライアンス運営規程」に基づき、当

社取締役の中より選任されたチーフコンプライアンスオフィサー（以下、CCO）を委員長と

する「グループコンプライアンス委員会」を設置し、独占禁止法の遵守を含め監視、啓発

活動を推進する。 

２) 企業行動規準の遵守については、当社及び子会社の役職員に対する教育、啓発活動を推進

し、周知徹底する。 

３) 法令違反その他コンプライアンスに関する問題の早期発見のため、コンプライアンス事務

局長及び社外弁護士が当社及び当社子会社並びにその取引先の全役職員等から相談や通報

を直接受ける「ヘルプライン」（内部通報制度）を設け、公益通報者保護法に準拠した

「不正通報・相談制度の運用に関する規程」に基づき、その実効性を確保する。 

４) コンプライアンス体制については、内部監査部門の内部監査により有効性を検証し、不備

があれば是正する。 

５) 財務報告に重要な影響を及ぼす可能性のある情報の信頼性を確保することに努め、財務情

報他会社情報の開示については、会社情報の情報開示に関する社内規程に基づき適時・適

正な開示を行う。 

 

６. 当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

１) 企業集団における「企業理念」、「経営姿勢」及び「行動規準」を定め、これを基礎とし

て各社において必要な体制を整える。 

２) 経営管理については、子会社各社へ取締役及び監査役を派遣し監督を行うことに加え、

「グループ経営管理規程」他の社内規程に基づく当社による決裁制度及び当社への報告制

度を通じて管理、監督を行う。 

３) 企業集団における財務報告に係る内部統制については、自己評価によるセルフチェックに

加えて、内部監査部門の独立的評価により有効性を検証し、不備があれば是正する。 

４) コンプライアンスについては、「グループコンプライアンス運営規程」を子会社の役職員

にも適用し、各子会社の内部統制を所管する取締役又は執行役員が当社の「グループコン

プライアンス委員会」の指導のもとに、各社の実情に応じたコンプライアンス体制を整備

する。 

５) 子会社の役職員も「ヘルプライン」の利用対象に含める。 

６) 子会社に関する当社の経営に重要な影響を及ぼすリスクは、「トータルリスクマネジメン

ト」に包含し、企業集団内でリスクが顕在化しないようリスクの一層の低減を図る。 

 

７. 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関す

る事項 

１) 監査役の職務を補助する組織として業務執行部門から独立した「監査役室」を設置し、常

勤の使用人を置く。 

２) 監査役室に所属する使用人は監査役の指示により監査役の職務の執行を補助する。 
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８. 前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項及び監査役の前号の使用人に対する指示

の実効性の確保に関する事項 

１) 監査役室に所属する常勤の使用人は、取締役の指揮・監督を受けない。 

２) 監査役室に所属する常勤の使用人の人事に関しては、監査役と協議し決定する。 

 

９. 監査役への報告に関する体制 

１) 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他監査役への報告に関する体制 

① 経営会議体規程に基づき監査役は経営会議等に出席し、事務局は監査役に議事録を提

出する。 

② 取締役及び使用人は、会社に著しい損害を及ぼすおそれがある事実を発見したときは

直ちに監査役に報告する。 

③ 取締役及び使用人が監査役に報告すべき事項については、報告事項及び報告要領を監

査役会と協議のうえ定め、適時・適切に監査役会に報告する。 

④ 監査役は必要に応じて、取締役及び使用人に対して報告を求めることができる。 

２) 子会社の取締役、監査役及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当社の監査役に

報告をするための体制 

① 子会社の取締役、監査役及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者は、会社に著

しい損害を及ぼすおそれがある事実を発見したときは直ちに監査役に報告する。 

② 子会社の取締役、監査役及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が監査役に報

告すべき事項については、報告事項及び報告要領を監査役会と協議のうえ定め、適

時・適切に監査役会に報告する。 

③ 監査役は必要に応じて、子会社の取締役、監査役及び使用人又はこれらの者から報告

を受けた者に対して報告を求めることができる。 

 

１０. 前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確

保するための体制 

１) 公益通報者保護法に準拠した「不正通報・相談制度の運用に関する規程」に基づき、その

実効性を図る。 

 

１１. 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行に

ついて生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項 

１) 監査役会が要求した場合は、監査役の職務執行に支障の無い様、適切かつ迅速に費用又は

債務の処理を行う。 

 

１２. その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

１) 代表取締役は、監査役と可能な限り会合を持ち、業務報告とは別に会社運営に関する意見

交換ほか、意思疎通を図る。 

２) 取締役は、監査役が会計監査人、内部監査部門及び子会社監査役との連携を通して、実効

的な監査が行えるよう協力する。 
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（２）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要 

 当社は「内部統制システム構築の基本方針」に基づく体制の整備、運用を行い内部統制システム

のさらなる充実を図るよう努めております。2020年度の運用状況に関する概要は以下のとおりです。 

 

１. 内部統制システム 

  イ) 当社ではCEOの指示に従い全社的な「内部統制システム」を構築するために、経営企画部

担当役員を委員長とする「トータルリスク・内部統制委員会」を設置しております。2018

年度までの課題を踏まえ、同委員会の運営要領を見直しました。その結果、リスク管理に

特化した委員会とし、実効性のあるリスク管理の実践に努めております。 

2020年度において同委員会を２回開催し、リスク管理体制について議論しております。同

委員会での議論の結果に基づき、個別のリスク対応策を実行しました。 

一方、従前の「内部統制システム構築の基本方針」に係る関連法令への対応、財務報告に

係る内部統制報告制度への対応などについては、同委員会に代わり経営企画部内に設置し

ている内部統制室が、経営会議体及びCEOをはじめとする当社役員に適宜提言や報告を行

いました。 

 

２.リスク管理体制 

  イ) 経営諸活動全般に係るすべてのリスクを網羅的に把握、評価し、優先すべき重要なリスク

を期初に選定し、その重要なリスクについて適正な対応がなされているか、経営レベルで

継続的に確認、管理するトータルリスクマネジメントを実践しております。 

重要なリスクについて経営者により適正な対応がなされているか、「トータルリスク・内

部統制委員会」にて定期的にモニタリングを行いました。 

  ロ) 当社経営に対する影響が大きい事業運営上のリスクについて、「全社リスク管理・決裁規

準」に基づき当社関係部署によるリスクチェックを行いました。主要な子会社において

は、個社に設置した「リスク管理検討会議」にて個社で自主リスクチェックを行いまし

た。特に当社決裁を要する案件に関しては、個社の自主リスクチェックの結果を踏まえて

当社関係部署によるリスクチェックを行い、リスク管理を行いました。 

  ハ) 業務執行部門のリスク管理状況について、独立性及び客観性を持つ内部監査部門が社内規

程に基づき上記２．ロ.の当社のリスクチェック実施状況を確認しました。また、この他

にも年間の監査計画に基づきグループ会社について内部監査を実施しました。 

  ニ) 2020年度において、新型コロナウイルス感染拡大の状況に鑑み、従前から整備していた事

業継続計画（BCP）をより具体的な対応マニュアルとして社内規程に纏め、緊急時に直ち

に行動が起こせるよう見直しました。 

 

３.コンプライアンス体制 

  イ) 「グループコンプライアンス運営規程」に基づき2020年度において「グループコンプライ

アンス委員会」を２回開催し、当社及び子会社のコンプライアンス強化のため、グループ

横断的な情報交換及び情報の周知を行いました。独占禁止法の遵守については、「グルー

プコンプライアンス委員会」において、継続的に監視を徹底しております。 
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  ロ) 「企業行動規準」の遵守について、当社グループ新入社員に対するコンプライアンス研修

を実施し、このほか、当社及び子会社の従業員に対するe-ラーニングによるコンプライア

ンス研修を実施するなど、継続的に当社及び子会社の役職員に対する教育、啓発活動を実

施しました。 

  ハ) 当社では法令違反その他コンプライアンスに関する問題の早期発見のため、当社及び子会

社並びにその取引先の全役職員などから相談や通報を直接受ける「ヘルプライン」（内部

通報制度）を設けており、公益通報者保護法に準拠した「不正通報・相談制度の運用に関

する規程」に基づき、通報があった場合は適切に対応しております。 

 

４.グループ管理体制 

  イ) 子会社各社へ取締役及び監査役を派遣し監督を行うことに加え、「グループ経営管理規

程」に基づく当社による決裁制度及び当社への報告制度を通じて管理、監督を行っており

ます。 

  ロ) 子会社に関する当社の経営に重要な影響を及ぼすリスクは、上記２．イ.の「トータルリ

スクマネジメント」に包含し、企業集団内でリスクが顕在化しないようリスクの一層の低

減を図るよう努めております。
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第118期事業報告の附属明細書 
 

 

他の法人等の業務執行取締役等との重要な兼職の状況 

 

  事業報告11ページに記載のとおり。 

 

以 上 

 











2020 年 ４ 月 １ 日 か ら

2021 年 ３ 月 31 日 ま で

株式会社ＭＥＳファシリティーズ

第61期

事業報告

別紙3



　　2020年４月１日から

　　2021年３月31日まで

株式会社ＭＥＳファシリティーズ

代表取締役
社 　   長

1.会社の現況に関する事項　

(１) 事業の経過及びその成果

部門別の状況は、次のとおりであります。

【製品別受注売上状況】 （単位：千円）

受注高 売上高 受注残高

東 日 本 事 業 部 4,862,568 4,915,947 151,192

西 日 本 事 業 部 3,372,041 3,372,041 0

8,234,609 8,287,988 151,192

(２) 設備投資の状況

事業報告

　　　　計      

　当事業年度における設備投資額は335百万円であり、その主なものは賃貸住宅（アヴニール
築港）などであります。

　受注高は前年同期比4％減の82億35百万円、売上高は前年同期比5.5％減の82億88百万円と
なりました。
　一方、損益面では、営業利益は前年同期比39.9％減の3億55百万円、経常利益は前年同期比
36.9％減の3億81百万円となりました。
　また、特別利益として固定資産売却益等を計上、特別損失として固定資産処分損等を計上
した結果、当期純利益は2億42百万円となりました。

竹下　哲哉

事　業　区　分

東日本事業所では、受注高は前年同期比3.6％減の48億63百万円に、売上は前年同期比6.2％
減の49億16百万円になりました。
 西日本事業部では、受注・売上は前年同期比4.6％減の33億72百万円となりました。
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(３) 財産及び損益の状況の推移

第58期 第59期 第60期 第61期

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

(2017.4～2018.3) (2018.4～2019.3) (2019.4～2020.3) (2020.4～2021.3)

10,318,481 8,549,189 8,581,873 8,234,609 

9,888,571 8,720,371 8,773,501 8,287,988 

569,108 370,435 603,510 380,731 

475,081 202,484 370,187 241,927 

6,415 2,734 4,998 3,267 

7,238,999 6,608,372 6,910,348 6,958,387 

55,846 51,999 54,209 55,804 

(４) 対処すべき課題　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(５) 親会社及び子会社の状況

① 親会社との関係

　当社の親会社は(株)三井E&Sホールディングスであり、当社の議決権の100％

を保有しています。

当社は、親会社に対して土木建築工事、給与・福利厚生受託、人材派遣、給食、

警備業務等を提供する一方、親会社からは一部土地・建物等を借用しております。

受 注 高

経 常 利 益

当 期 純 利 益 (千円）

(千円）

(円）１株当たり当期純利益

総 資 産

１ 株 当 た り 純 資 産

区    分

(円）

(千円）

(千円）

売 上 高

(千円）

　当社を取巻く経営環境は、親会社向け内売の減少及び外売における競争激化と賃金上昇に
よる粗利の低下及び地方の力強さを欠く個人消費により厳しくなっております。お客様の
ニーズを的確に捉え、外的環境変化に対応しつつ、お客様が満足感を持つ商品・サービスを
提供することに一層注力して参ります。
　東日本事業部の建設業は見積設計能力、工事監理能力を強化することで外売拡大を、不動
産では親会社の千葉の遊休社宅を活用したアパート賃貸事業の拡大に取り組んでいます。幕
張の複写・印刷事業は、大幅な内売の減少により外売拡大に向けてAR(拡張現実)等の新サー
ビス展開を目指すと共に場所の集約と人員配置見直しによる固定費の削減に取り組みます。
　西日本事業部の玉野では、好調ながん保険は拡大方針のもとに、広島県東部地区、島根県
東部地区などへ進出を目指しています。不動産は優良不動産物件の仕入れによる収益拡大、
自動車教習事業は少子化により拡大は見込み難いものの安定的な利益を上げるべく、玉野教
習所は稼働率の向上と入校生の確保による損益改善を、大阪住の江ドライビングスクールは
入校生の確保のための営業強化と回転率の改善を行ないます。フーズは食材仕入れコストの
低減と外売新規顧客の獲得により利益確保に努力しています。自動車部は好調な自動車販売
から車検・整備へ顧客の囲い込みの流れをつくり、また、リース・レンタルの拡大に取り組
んでいます。大分は内売の新たなサービス事業の取り組みを目指します。
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(６) 主要な事業内容

　　事　業　区　分 　主　要　営　業　品　目

薬局、建設業、給与計算・福利厚生受託、人材派遣等

(７) 事業所及び営業所

       本社　　　　　　     千葉県市原市八幡海岸通1番地

       事業所・営業所　　　 東京都中央区、千葉県市原市・千葉市、大阪府大阪市、

岡山県玉野市、大分県大分市

(８) 使用人の状況（2021年３月31日現在）

男 女 合計・平均 前期比増減

使用人数 158人 122人 280人 0人 

44.5歳 41.7歳 43.3歳

14.6年 13.5年 14.1年

(９) その他株式会社の現況に関する重要な事項

　該当事項はありません。

２．会社の株式に関する事項（2021年３月31日現在）

(１) 発行可能株式総数 80,000株

(２) 発行済株式の総数 74,060株

(３) 資本金の額 100,000,000円

(４) 株主数 1名

(５) 株主

74,060株 100%

(6) その他株式に関する重要な事項
　該当事項はありません。

３．会社の新株予約権に関する事項
　該当事項はありません。

平 均 年 齢

東 日 本 事 業 部

持 株 数 出資比率

西 日 本 事 業 部

株　主　名

教習所、給食業、不動産業、保険代理店業、自動車関連事業等

株式会社三井E&Sホールディングス

平 均 勤 続 年 数
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４．会社役員に関する事項

(１) 取締役及び監査役の状況

地　　位 　氏　　　名 　　　担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長 　中谷　勤 全般統括

取 締 役   成瀬　誠

取 締 役   衣川　亙

取 締 役 　竹下　哲哉 東日本事業部営業企画部長

取 締 役 　安藤　稔 東日本事業部建設部長

取 締 役 　田口　昭一 (非常勤）三井E&Sビジネスサービス社長

監 査 役 　渡邊　耕一 (非常勤）三井E&Sホールディングス財経主管

(注)1. 取締役田口昭一は、会社法第2条第15号に定める社外取締役であります。

2. 監査役渡邊耕一は、会社法第2条16号に定める社外監査役であります。

3.

4.

(２) 当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等の額

人 数 報 酬 等 の 額

5人 17,083,200円 

　(うち社外取締役） (0人) (0円)

0人 ―  

　(うち社外監査役） (0人) （―) 

5人 17,083,200円 

(注)1. 取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人給与は含まれておりません。

2.

取締役塩見裕一は、2020年6月26日退任いたしました。

区　　　　　分

  監　　査　　役

監査役渡邊耕一は、24年間三井Ｅ＆Ｓグループの経理業務を担当しており、財務、会計
に関する相当程度の知見を有するものであります。

　取　　締　　役

東日本事業部長兼商事・サービス部長

合　　計

取締役の報酬限度額は、1993年3月30日開催の株主総会において年額60,000,000円以内
(但し、使用人分給与を含まない。)と決議されています

管理部長兼西日本事業部管理部長
兼ビジネスサービス部長

4



代表取締役社長　中谷　勤

金　　　　額 金　　　　額

円 円
6,958,387,333 2,825,570,625 

流 動 資 産 3,784,160,962 流 動 負 債 1,535,428,003 

現 金 及 び 預 金 521,686,448 48,990,000 

親 会 社 預 け 金 2,093,719,480 613,573,796 

受 取 手 形 16,104,595 39,520,574 

売 掛 金 925,774,239 197,349,302 

リ ー ス 投 資 資 産 88,922,423 33,802,867 

商 品 及 び 製 品 78,943,417 4,069,400 

仕 掛 品 744,092 250,844,831 

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 8,751,331 113,182,113 

前 払 費 用 17,901,535 231,413,832 

未 収 入 金 10,795,493 2,681,288 

仮 払 金 21,398,405 

貸 倒 引 当 金 △ 580,496 

固 定 資 産 3,174,226,371 固 定 負 債 1,290,142,622 

2,554,230,786 109,494,660 

建 物 652,942,267 558,571,122 

構 築 物 56,898,887 64,107,620 

機 械 及 び 装 置 28,704,130 488,439,394 

車 両 運 搬 具 55,477,106 69,529,826 

工 具 器 具 及 び 備 品 47,413,915 

土 地 1,596,145,581 

リ ー ス 資 産 116,023,900 

建 設 仮 勘 定 625,000 

46,913,696 4,132,816,708 

の れ ん 32,859,009 株 主 資 本 3,999,514,920 

ソ フ ト ウ エ ア 9,544,734 資　本　金 100,000,000 

電 話 加 入 権 4,509,953 資本剰余金 3,040,596,010 

50,963,192 

投資その他の資産 573,081,889 2,989,632,818 

投 資 有 価 証 券 240,073,520 

出 資 金 752,000 利益剰余金 858,918,910 

預 託 金 2,900,661 858,918,910 

破 産 更 生 債 権 等 1,985,657 固定資産圧縮積立金 13,010,416 

長 期 前 払 費 用 10,499,743 繰 越 利 益 剰 余 金 845,908,494 

繰 延 税 金 資 産 250,050,094 

保 証 金 及 び 敷 金 67,905,871 評価・換算差額等 133,301,788 

入 会 金 5,300,000 133,301,788 

貸 倒 引 当 金 △ 6,385,657 

資 産 合 計 6,958,387,333 6,958,387,333 

有形固定資産

退 職 給 付 引 当 金

リ ー ス 債 務

保 証 工 事 引 当 金

純 資 産 の 部無形固定資産

特 別 修 繕 引 当 金

預 か り 保 証 金

科        目

前 受 金

支 払 手 形

買 掛 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

資 本 準 備 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

未 払 費 用

未 払 金

預 り 金

賞 与 引 当 金

貸借対照表
（2021年３月31日現在）

負 債 の 部資 産 の 部

未 払 法 人 税 等

負 債 及び 純 資 産 合 計

株式会社ＭＥＳファシリティーズ

その他有価証券評価差額金

科        目

資 産 除 去 債 務

リ ー ス 債 務
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株式会社ＭＥＳファシリティーズ

円 円

8,287,988,087 

7,712,249,743 

売 上 総 利 益 575,738,344 

220,540,949 

営 業 利 益 355,197,395 

営　業　外　収　益

受 取 利 息 75,239 

預 け 金 利 息 1,896,336 

受 取 配 当 金 5,956,455 

貸 倒 引 当 金 戻 入 1,200,000 

雑 収 益 16,405,852 25,533,882 

経 常 利 益 380,731,277 

特　別　利　益

固 定 資 産 売 却 益 2,064,163 

保 険 金 収 入 170,000 2,234,163 

特　別　損　失

固 定 資 産 除 却 損 518,793 

固 定 資 産 撤 去 損 2,341,853 

国 庫 補 助 金 に よ る 圧 縮 損 2,462,999 5,323,645 

税 引 前 当 期 純 利 益 377,641,795 

法人税､住民税及び事業税 115,625,159 

過 年 度 法 人 税 ､ 住 民 税
及 び 事 業 税

13,273,996 

法 人 税 等 調 整 額 6,815,220 135,714,375 

当 期 純 利 益 241,927,420 

売 上 原 価

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

損益計算書

2020年４月１日から
2021年３月31日まで

売 上 高

科　　　　目 金　　　　　　　額
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株式会社ＭＥＳファシリティーズ

株主資本

資本剰余金 利益剰余金

　その他利益剰余金
固定資産
圧縮積立金

繰越利益
剰 余 金

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円
100,000,000 50,963,192 2,989,632,818 3,040,596,010 13,010,416 774,319,074 787,329,490 3,927,925,500 86,759,908 86,759,908 4,014,685,408

0 0 0 0 0

100,000,000 50,963,192 2,989,632,818 3,040,596,010 0 13,010,416 774,319,074 787,329,490 3,927,925,500 86,759,908 86,759,908 4,014,685,408

新 株 の 発 行 0 0 0 0

剰 余 金 の 配 当 0 △ 170,338,000 △ 170,338,000 △ 170,338,000 0 △ 170,338,000

剰余金の配当に伴う
利益剰余金の積立て

0 0 0 0 0

当 期 純 利 益 0 241,927,420 241,927,420 241,927,420 0 241,927,420

そ の 他 0

株主資本以外の項目
の当期変動額（純
額）

0 0 0 46,541,880 46,541,880 46,541,880

0 0 0 0 0 0 71,589,420 71,589,420 71,589,420 46,541,880 46,541,880 118,131,300

100,000,000 50,963,192 2,989,632,818 3,040,596,010 0 13,010,416 845,908,494 858,918,910 3,999,514,920 133,301,788 133,301,788 4,132,816,708

会計方針の変更等によ
る 累 積 的 影 響 額

純資産
合  計資本金 利益剰余金

合      計

株主資本
合    計

当 期 末 残 高

当 期 変 動 額 合 計

会計方針の変更等を反映し
た 当 期 首 残 高

当 期 変 動 額

当 期 首 残 高

その他有価
証券評価差
額　　　金資本準備金

そ   の  他
資本剰余金

資本剰余金
合      計

利益準備金

株主資本等変動計算書

2020年４月１日から
2021年３月31日まで

評価・換算差額等

評価・換算
差額等合計
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個別注記表

株式会社ＭＥＳファシリティーズ

重要な会計方針に係る事項に関する注記
1. 資産の評価基準及び評価方法

(1)その他有価証券
① 時価のあるもの

② 時価のないもの
移動平均法による原価法

(2)棚卸資産
① 商品及び製品

② 原材料及び貯蔵品

③ 仕掛品

2. 固定資産の減価償却の方法
(1)有形固定資産 (リース資産を除く）

(2)無形固定資産 （リース資産を除く）

(3)リース資産
① 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

3. 引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金

(2) 賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております｡

(3) 保証工事引当金

なお、戸建住宅については翌事業年度以降５年に亘り引当金を充当しております。

(4) 退職給付引当金

(5) 特別修繕引当金
定期的な修繕費用の支出に備えるため、将来の修繕費用見積額のうち当期間対応額を計上しておりま
す。

決算期末日前１ヵ月間の市場価格等の平均に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理
し、売却原価は移動平均法により算定）

定額法を採用しております。耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準
によっています。

定額法を採用しております。耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっており
ます。但し、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）により定額法で
償却しております。

個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算
定）

個別法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
最終仕入による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ
いては、個別に回収可能性を検討して回収不能見積額を計上しております。

土木・建築その他のの保証工事費に充てるため、主として過去２年間の平均保証工事費発生率により、
当期末の完成工事高を基準として計上しております。

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、
計上しております。

売価還元法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

最終仕入による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
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4. 収益及び費用の計上基準
(1)

(2)

5. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
(1) 消費税等の会計処理方法

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

(2) 連結納税制度の適用
株式会社三井E&Sホールディングスを連結納税親会社とする連結納税制度を適用しております。

貸借対照表に関する注記

1. 有形固定資産の減価償却累計額 円

2. 国庫補助金等により有形固定資産の取得価額から控除した圧縮記帳累計額
圧縮記帳累計額 円

3. 関係会社に対する金銭債権
親会社に対する金銭債権

短期金銭債権 円

4. 関係会社に対する金銭債務
親会社に対する金銭債務

短期金銭債務 円

損益計算書に関する注記
1. 関係会社との営業取引高

親会社との取引高
売上高 円
仕入高 円

2. 関係会社との営業取引以外の取引高
親会社との取引高 円

3. 建設業に関わる完成工事高
円

1,896,336

542,549,124
294,378,436

74,999,700

3,231,297,130

2,180,224,290

2,985,999

完成工事高の計上基準
当期末までの進捗部分について、成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事進捗率
の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。

ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準は、リース料受取時に売上高及び売上原価に計上して
おります。但し、転リース取引については、手数料収入を転リース差益として売上高に計上しておりま
す。

673,660,044
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株主資本等変動計算書に関する注記
1. 発行済株式の種類及び株式数に関する事項

2. 配当に関する事項
(1) 配当金支払額

税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別の内訳

繰延税金資産 (単位：円)
退職給付引当金
資産除去債務
賞与引当金
減価償却超過額
その他

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当金額（*2）
評価性引当額小計 （*1）

繰延税金資産合計

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金
土地売却益圧縮額
繰延税金負債小計

繰延税金資産の純額

株式の種類

2020 年 6 月 26 日
定 時 株 主 総 会

2020年 12月 18日
取 締 役 会

2020年6月26日

2020年9月30日

1,660円 普通株式

2020年12月25日

27,752,969

326,435,309

△ 76,385,215
250,050,094

122,939,600円 

640円 

2020年3月31日

普通株式 47,398,400円 

効力発生日決  議

前事業年度末株
式数

当事業年度増加
株式数

株式の種類

普通株式  (株) 

配当金の総額 1株当たり配当額

当事業年度末株
式数

74,060 74,060 

当事業年度減少株
式数

191,589,894
167,534,712

基準日

532,176,150
△ 205,740,841
△ 205,740,841

△ 69,592,867
△ 6,792,348

79,374,944
65,923,631
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リースにより使用する固定資産に関する注記
(借主）
1. 所有権移転外ファイナンス・リース取引

① リース資産の内容
a) 有形固定資産

b) 無形固定資産

② リース資産の減価償却の方法

(貸主）
1. リース投資資産の内訳　（2021年３月31日現在）

流動資産
リース料債権部分 円
リース投資資産

2. リース債権及びリース投資資産に係るリース料債権部分の貸借対照日後の回収予定額
流動資産

金融商品に関する注記
1. 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価
額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等
を採用することにより、当該価額が変動することもあります。

143,769

88,922,423

5年超

　当社は、資金運用については短期的な預金等に限定しております。資金調達については、短期的な運
転資金は当社グループによる「CMS預貸制度」及び銀行借入により調達し、長期的な設備・投資資金等は
銀行借入による方針です。

機械装置、自動車及び電子計算機並びにその周辺機器などであります。

ソフトウエアである。

重要な会計方針に係る事項に関する注記「2.固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関して
は、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を定期的に把握する体
制としております。

　投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されていますが、主に業務上の関係を有する
企業の株式であり、定期的に把握された時価が取締役会に報告されております。

3,140,696

3年超4年以内 4年超5年以内

10,836,003
リース投資資産
(円)

30,026,198 24,804,286 19,971,471

2年超3年以内

88,922,423

1年以内

　営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されていますが、当社は資金繰計画を作成するなどの方法に
より管理しております。

1年超2年以内
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2. 金融商品の時価等に関する事項

（単位：円)

(1) 現金及び預金
(2) 親会社預け金
(3) 受取手形

貸倒引当金 *1 

(4) 売掛金
貸倒引当金 *1 

(5) リース投資資産
(6) 未収入金

貸倒引当金 *1 

(7) 未収還付法人税等
(8) 破産更生債権等

貸倒引当金 *1 

資産計

(1) 支払手形
(2) 買掛金
(3) 未払金
(4) 未払費用
(5) 未払法人税等
(6) リース債務（短期を含む）

負債計

* 1 貸倒引当金はそれぞれの勘定科目から控除しております。
（注1) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

(1) 現金及び預金、親会社預け金及び未収入金

(2) 売掛金及び受取手形

(3) 投資有価証券

（単位：円)

貸借対照表計上額が (1) 株式
取得原価を超えるもの (2) 債券

小計
貸借対照表計上額が (1) 株式
取得原価を超えない (2) 債券
もの 小計

合計

0 0 

33,802,867 

△ 1,985,657 

149,015,234 150,421,153 1,405,919 

1,046,800,599 1,048,206,518 1,405,919 

4,069,400 4,069,400 0 
33,802,867 0 

613,573,796 613,573,796 0 
197,349,302 197,349,302 0 

48,990,000 48,990,000 0 

0 

3,656,466,643 3,637,987,095 △ 18,479,548 

1,985,657 

10,795,493 
△ 5,398 

10,790,095 

88,922,423 70,442,875 △ 18,479,548 

10,790,095 0 

925,774,239 

925,251,654 925,251,654 0 
△ 522,585 

2,093,719,480 0 

△ 8,052 
16,096,543 16,096,543 0 

2021年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。な
お、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません（（注2）参
照）。

差額時価貸借対照表計上額

　これらは短期で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額
によっております。

　これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに債権額を満期までの期間及び信用リスクを加
味した利率により割り引いた現在価値によっております。

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関か
ら提示された価格によっております。

0 

521,686,448 521,686,448 0 

16,104,595 
2,093,719,480 

取得原価又は
償却原価

貸借対照表
計上額

差額

36,358,765 239,253,420 202,894,655 

36,358,765 239,253,420 202,894,655 
0 
0 

0 0 0 

36,358,765 239,253,420 202,894,655 

0 

その他有価証券の種類ごとの取得原価又は償却原価、貸借対照表計上額及びこれらの差額については、
次のとおりであります。
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(4) 破産更生債権等

(5) 買掛金、支払手形、未払金、未払法人税等及び未払費用

(6) 短期・長期リース債務

（注2) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
(単位：円)

区分 貸借対照表計上額

非上場株式

(*)

（注3) 金銭債権及び満期がある有価証券の決算日後の償還予定額 (単位：円)

(1) 現金及び預金

(2) 親会社預け金

(3) 受取手形

(4) 売掛金

(5) リース投資資産

(6) 未収入金

合計

（注4) 社債、長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の返済予定額 (単位：円)

(4) 短期リース債務

(7) 長期リース債務

合計

　貸倒懸念債権等については、回収可能性を反映した元利金の受取見込額を残存期間に対応する安全性
の高い利率で割り引いた現在価値により算定しております。

　これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債務ごとに、その将来キャッシュ・フローを返済期日ま
での期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定しております。

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価
額によっております。

820,100 

5年超

非上場株式（貸借対照表計上額1百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積る
ことなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3)投資有価証券 その他
有価証券」には含めておりません。

88,922,423

925,774,239

16,104,595

2年超3年以内 3年超4年以内 4年超5年以内1年以内 1年超2年以内

2,093,719,480 - - - - -

521,686,448

10,795,493

0 0 0

3年超4年以内 4年超5年以内 5年超

39,520,574 26,894,149 24,018,602

- 26,894,149 24,018,602

22,601,453

39,520,574 -

17,985,556 17,994,900

- - - -

17,985,556 17,994,90022,601,453

0 0

1年以内 1年超2年以内 2年超3年以内

3,657,002,678
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賃貸等不動産に関する注記
1. 賃貸等不動産の状況に関する事項

2. 賃貸等不動産の時価に関する事項
賃貸等不動産の貸借対照表計上額、当期増減額及び時価は、次のとおりであります。 (単位：円)

貸借対照表計上額 　当期末の
　前期末残高 　当期増減額 　当期末残高 　時価

賃貸用
グループ内貸与分
無償貸与
遊休土地

合計

（注1)

（注2)

（注3)

　また、賃貸等不動産に関する当期における損益は、次のとおりであります。 (単位：円)

賃貸用
グループ内貸与分
無償貸与
遊休土地

合計

（注1)

66,476,601 

0 121,998 △ 121,998 

　差額

110,782 110,782 
2,872,548 

用途

1,368,183,971 151,703,895 1,519,887,866 

2,872,548 

当社は、千葉県などに賃貸商業施設や賃貸住宅を所有しております。

1,463,037,840 146,645,888 1,609,683,728 

その他
（売却損益等）

当期末の時価は、「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等を用いて調整を
行ったもの。）であります。

　賃貸収益

賃貸等不動産の当期増減額のうち、主な増加額は不動産取得（177 百万円）であり、主な減少額は建
物減価償却費（38 百万円）であります。

貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。

　賃貸費用

37,306,527 9,363,280 27,943,247 

2,518,437,551 

173,555,262 117,797,146 55,758,116 

賃貸費用は、賃貸収益に対応する費用（減価償却費、修繕費、保険料、租税公課等）であり、賃貸収
益は「売上高」に、賃貸費用は「売上原価」に計上しております。

210,861,789 127,287,918 83,573,871 0 

1,605,961,057 

212,634,828 
633,365,065 

0 5,494 △ 5,494 

91,870,539 △ 5,058,007 86,812,532 
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関連当事者との取引に関する注記
1. 親会社及び法人主要株主等

上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
取引条件及び取引条件の決定方針等
(注1) 独立第三者取引と同様の一般的な取引条件で行っております。
(注2) 建物の賃借については、近隣の取引実勢に基づいて、1年に1回交渉のうえ、賃借料金額を決定しております。

(注3) 連結納税制度による連結法人税の支払予定額であります。

一株当たり情報に関する注記
1. １株当たり純資産額 円
2. １株当たり当期純利益金額 円

重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

その他の注記
該当事項はありません。

資産除去債務に関する注記
(1) 貸借対照表に計上している資産除去債務

① 当該資産除去債務の概要
賃貸用建物のアスベスト除去費用である。

② 当該資産除去債務の概要金額の算定方法

③ 資産除去債務の総額の増減
前期末残高 円
有形固定資産の取得に伴う増加額 円
その他増減額（△は減少） 円
期末残高 円

使用見込み期間を34年及び30年、21年と見積り、割引率は0.5％及び1.4%を使用して資産除去債務の金額
を計算しております。

488,439,394
-
-

488,439,394

3,267
55,804

建物の賃借
（注2)

218,461

純粋持株会
社

科目会社等の名称 所在地
資本金
(千円)

議決権の
所有割合

関連当事者と
の関係

0
86,505

受取手形
売掛金

542,549
製品の販売
(注1)

種類
取引金額
(千円)

事業の内容
期末残高
(千円)

取引の内容

連結納税親会社
連結納税に
伴う支払予
定額（注3）

76,006 未払金 75,006
親会社

（上場）
㈱三井E&Sホー
ルディングス

東京都
中央区

44,384,954
被所有
間接100%
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1.有形固定資産及び無形固定資産の明細

区分 資産の種類 期首帳簿価額 当期増加額 当期減少額 当期償却額 期末帳簿価額
減価償却累計

額
期末取得価額

有 建物 582,441,083 116,947,685 500,475 45,946,026 652,942,267 2,186,239,142 2,839,181,409
形 構築物 54,177,490 8,269,534 0 5,548,137 56,898,887 232,419,398 289,318,285
固 機械装置 25,943,293 10,897,212 2,481,305 5,655,070 28,704,130 306,919,595 335,623,725
定 車両運搬具 40,792,832 56,254,381 9,380,173 32,189,934 55,477,106 266,651,225 322,128,331
資 工具器具備品 36,574,250 22,049,205 9 11,209,531 47,413,915 143,805,870 191,219,785
産 土地 1,529,924,770 66,220,811 0 0 1,596,145,581 0 1,596,145,581

建設仮 100,000 625,000 100,000 625,000 625,000
有形リース資産 108,098,300 33,600,000 25,674,400 116,023,900 95,261,900 211,285,800

計 2,378,052,018 314,863,828 12,461,962 126,223,098 2,554,230,786 3,231,297,130 5,785,527,916
無形 電話加入権 4,509,953 4,509,953 0 4,509,953
固定 ソフトウエア 11,325,459 3,480,000 5,260,725 9,544,734 0 9,544,734
資産 無形リース資産 0 0 0 0

のれん(営業権) 48,165,912 16,363,635 31,670,538 32,859,009 0 32,859,009
計 64,001,324 19,843,635 0 36,931,263 46,913,696 0 46,913,696

当期増加資産の主なもの
取得年月 取得価額
2021/03 83,654,750
2020/09 33,600,000
2020/07 10,026,411
2020/07 9,766,827
2020/11 9,716,800
2021/01 6,363,636
2020/11 6,292,648
2020/04 5,181,818

当期減少資産の主なもの
減少年月 減少価額

9,380,161

2.引当金の明細

目的使用 その他
245,858,228 231,413,832 245,858,228 231,413,832

915,725 580,496 915,725 580,496
7,585,657 1,200,000 6,385,657

531,659,077 141,740,460 114,828,415 558,571,122
54,157,620 11,200,000 1,250,000 64,107,620

504,868 2,176,420 2,681,288

3.一般管理費の明細
金額

15,395,400
87,773,427
17,882,213
15,086,364
7,257,410
4,780,735
5,131,847
1,431,924

401,962
3,960,067
1,323,000
1,073,363
1,427,000
1,365,181

55,670,560
219,960,453

0
580,496

220,540,949

2020年4月 1日から
附　属　明　細　書

合　計

交際費
旅費交通費
会費
広告宣伝費
雑費その他

小　計
事業税
貸倒引当金

退職金
福利厚生費
減価償却費

レンタカー21台車両運搬具

のれん(営業権)

摘要

当期減少額
期末残高

貸倒引当金　短期
貸倒引当金　長期
退職給付引当金
特別修繕引当金

賞与引当金

保証工事引当金

2021年3月31日まで
  株式会社ＭＥＳファシリティーズ

摘要

摘要

  代表取締役社長　中谷　勤

3部屋分

土地 岡山県玉野市築港2丁目7455-6 賃貸住宅底地

建物 賃貸アパート（アヴニール築港）

のれん(営業権) アフラック 善通寺市付近における代理店契約

アフラック 広島市県安芸郡坂町における代理店契約

工具器具備品 玉野自動車教習所　教習システム一式 サーバ機材等一式

科目 取得資産の内容

当期増加額

科目 減少資産の内容

有形リース資産 コマツ　ホイールローダー　WA500-8

建物 稲毛パイロットハウス改修工事

建物 岡山県玉野市築港2丁目7455-6　賃貸住宅

区分

租税公課

賞与
法定福利費

給与

科目

図書費

役員報酬

事務用消耗品費

期首残高
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